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第５次中期経営計画について



これまでの中期経営計画これまでの中期経営計画

■■ 第１次中期経営計画第１次中期経営計画 《《平成平成1414年度～平成年度～平成1616年度年度》》

平成１５年度：基礎的収支の黒字化
＊基礎的収支＝（運輸収入＋運輸雑収）－（人件費＋経費＋諸税）

■■ 第２次中期経営計画第２次中期経営計画 《《平成平成1717年度～平成年度～平成1919年度年度》》

平成１８年度：償却前損益の黒字化

①①

平成１８年度：償却前損益の黒字化
＊償却前損益＝当期損益（税引前）＋減価償却費

■ 第３次中期経営計画第３次中期経営計画 《《平成平成1919年度～平成年度～平成2121年度年度》》

平成２１年度：補助金を除く償却前損益の黒字化



第４次中期経営計画の総括第４次中期経営計画の総括

（１）想定を超える厳しい経営環境
・リーマン・ショックからの回復の遅れ
・東日本大震災の影響による景気の低迷 など

●運輸収入 未達成
計画 ７，２７０百万円→実績 ６，６５１百万円

●営業損益 未達成

②②

●営業損益 未達成
計画 ▲９６５百万円→実績 ▲１，６４９百万円

（２）金利負担の低減
・県・２市からの財政支援等による借入金の着実な返済
・低金利

○当期損益 達成
計画 ▲３，８２１百万円→実績 ▲３，６０６百万円



第４次中期経営計画の総括第４次中期経営計画の総括

5つの経営戦略 計画どおりに実施

（１）安全確実な運行・適確なメンテナンス
○PDCAサイクルにおける事故の未然防止の徹底
○車両及びホームドア等の整備の実施

（２）ホスピタリティの向上
○車内の座席シート交換・サービス介助士資格取得の推進
○駅構内・沿線施設等における沿線情報の発信

③③

（３）効果的な人材育成と活用
○階層別、職種別の効果的な研修の実施
○ベテラン社員によるOJTの実施

（４）増客・増収対策
○ダイヤ改正の実施
○自社・沿線施設と連携したイベントの開催
○社有地の有効活用

（５）経費削減の実行
○部等の統合による組織体制の見直し
○プロパー化によるプロパー社員比率の増加
○手持ち資金の活用による利息負担の軽減



第５次中期経営計画策定の基本的考え第５次中期経営計画策定の基本的考え

経営改善計画の目標の堅持

• 平成３１年度までの経常損益の黒字化

• 経営の安定化と早期の自立化

旅客需要：実績を踏まえ見直し

④④

営業損益の黒字化：平成２７年度（１年遅れ）

計画達成に向けて：「埼玉県及び川口市、さいたま市等の沿線開

発や沿線の活性化などの取組」に対する協力



第５次中期経営計画第５次中期経営計画

１．計画期間１．計画期間

平成２５年度～平成２７年度（3か年）

２．計画目標２．計画目標

営業損益の黒字化（平成27年度）

⑤⑤

３．経営戦略３．経営戦略

（１）安全の確保

（２）増客・増収

（３）人材の育成

（４）経費等の抑制



経営戦略経営戦略 （（１）安全の確保１）安全の確保

【【運輸安全マネジメントの推進運輸安全マネジメントの推進】】

安全管理体制の強化安全管理体制の強化

経営トップ自らが安全の確保に関する責務を統括する社内体制の強化

安全の確保に関するＰＤＣＡサイクルの強化

危機管理体制の強化危機管理体制の強化

⑥⑥

教育・訓練などを通じた事故・災害等における危機管理体制の強化

【【施設・設備の整備施設・設備の整備】】

安全確保を前提とした施設・設備の維持向上安全確保を前提とした施設・設備の維持向上

経年劣化による故障発生を未然防止する適切な保守点検の実施

経年劣化による故障発生頻度の高い施設・設備の計画的な修繕等の実施



経営戦略経営戦略 （（２）増客・増収２）増客・増収

【【輸送人員の増加輸送人員の増加】】

利便性の向上利便性の向上

駅務機器の更新に伴う機能向上

バス事業者等との連携

魅力発信魅力発信の強化の強化

鉄道施設を活用した地域社会への貢献

⑦⑦

鉄道施設を活用した地域社会への貢献

情報発信ツール及び情報内容の充実

ホスピタリティの向上ホスピタリティの向上

トンネル内における通信環境の整備

駅係員を中心とした接遇サービスの向上

沿線開発の促進沿線開発の促進

浦和美園・岩槻地域間成長発展事業への協力

不動産事業者等との連携



経営戦略経営戦略 （（２）増客・増収２）増客・増収

【【運輸雑収の増加運輸雑収の増加】】

広告収入の確保広告収入の確保

広告スペースの開発

広告媒体の販売促進

⑧⑧

土地・施設の貸出土地・施設の貸出

スペース創出による店舗出店等の推進

遊休地等の有効活用



経営戦略経営戦略 （（３）人材の育成３）人材の育成

研修カリキュラムの深化研修カリキュラムの深化

目的別・職種別など必要に応じた効果的な研修の実施

他鉄道会社との人事交流の実施

経験を積んだ社員によるＯＪＴの機会拡充経験を積んだ社員によるＯＪＴの機会拡充

⑨⑨

経験を積んだ社員によるＯＪＴの機会拡充経験を積んだ社員によるＯＪＴの機会拡充

専門性の高い人材の確保

訓練等による実践的なＯＪＴ機会の確保



経営戦略経営戦略 （（４）経費等の抑制４）経費等の抑制

効果的な組織体制の追求効果的な組織体制の追求

安全の確保を前提とした適正な社員配置の追求

人件費の抑制人件費の抑制

プロパー化の推進

給与制度の適正な運用

⑩⑩

給与制度の適正な運用

適正コストの追求適正コストの追求

コスト意識の浸透による適正コストの追求



収支計画収支計画

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

輸送人員 （人/日） ９１，５００ ９５，５００ ９８，９００

運輸収入 ６，９２６ ７，２２９ ７，８８２

運輸雑収 １，７６０ １，８００ １，８４０

（単位：百万円）

⑪⑪

運輸雑収 １，７６０ １，８００ １，８４０

人件費 １，６５２ １，６８２ １，７１２

経費 ３，３６２ ３，５５８ ３，４４２

営業損益 ▲１，２８２ ▲９８９ ４０

経常損益 ▲３，２７６ ▲２，８８８ ▲１，８５８

当期損益 ▲３，３０４ ▲２，９２４ ▲１，８９０



第5次中期経営計画及び経営改善計画の
実 現 が 困 難 な 状 況 が 生 じ た 場 合

例：旅客数の伸びなやみ、金利・電気代の高騰

進行管理進行管理

⑫⑫

埼玉県及び
沿線２市に

報告

対応策を
検討

経営改善計
画の見直し
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